
一般競争入札(郵便入札)心得書 
 

株式会社カネキチ澤田水産 

 

入札人(以下、法人の場合は代表者をいう。)及び入札参加者(以下、入札人の他、入札関
係者すべてをいう。)は、当社が実施する一般又は指名競争入札に参加するにあたり、日本
国法令の他、この郵便入札心得書(以下、本心得という)を遵守することに同意し、この定め
に従わなければならない。 

(公正な入札の確保) 
第 1 条  入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 2 2 年法律第

5 4 号)に抵触する行為を行ってはならない。 
2 入札参加者が連合し又は不穏な行動をする場合において、入札を公正に執行するこ
とができないと認められるときは、当該者を参加させず又は入札の執行を延期若し
くは取り止めるものとする。 

(入札図書等の確認) 
第 2条 入札参加者は、入札公告、本心得、仕様書、図面、請書案及び添付書類(以下、入札

図書等という。)並びに必要により現場等を確認し承知したうえで入札しなければ
ならない。この場合において仕様書、図面等について疑義があるときは、当方担当
者に説明を求めることができる。 

(入札代理人又は復代理人による入札) 
第 3条 入札人は代理人により入札するときは、委任状を作成のうえ入札書に同封して提出し

なければならない。 

2 代理人は、復代理人により入札するときは、入札人から代理人への委任状に加え、
代理人から復代理人の委任状を作成のうえ各々入札書に同封して提出しなければな
らない。 

(委任状の作成) 
第 4 条 前条 1 項または 2 項により委任状を作成するときは、次の各号の当社所定様式に従

い作成するものとする。ただし、委任状記載内容が要件を満たしているものはこの
限りではない。   



⑴期間を定める委任状 
入札人から代理人に期間を定めて委任状記載(入札、復代理人選任、契約締結等)
の権限を委任するものであり、期間中の入札案件すべてについて適用される。 

⑵代理人委任状 
個別の入札案件に関し、入札人から代理人に入札又は見積り並びに復代理人の選
任について、権限を委任するものである。 

⑶復代理人委任状 
個別入札に関し、入札人から委任された代理人が、復代理人に入札又は見積り権
限を委任するものである。 

(入札書の作成及び提出) 
第 5 条 入札書は、入札図書等を作成し、日付(作成年月日)、入札件名、入札金額、入札人

の住所及び氏名(法人の場合は、その名称及び代表者の氏名)を記載し、入札人の印
(法人の場合は、代表者の印)を捺印しなければならない。 

2  第 3 条件第 1 項により、代理人が入札する時は、代理人の所属法人名及び代理人の
氏名を記載し、委任状の印鑑と同じものを押印しなければならない。この場合、入
札人は記名のみで入札人の押印は必要ない。 

3  第 3 条第 2 項により復代理人が入札するときは復代理人の所属法人名及び復代理人
の氏名を記載し、委任状の印鑑と同じものを押印しなければならない。この場合、入
札人及び代   理人は記名のみで入札人及び代理人の押印は必要ない。 

4  入札額は特に指示の無い限り総額とする。 

5 入札人は消費税並びに地方消費税に係わる課税業者であるか免税業者であるかを問
わず、消費税を加算しない金額を入札書に記載する。 

6 入札書は、長 3 封筒に入札書並びに必要に応じて委任状を同封し、封筒の表面には
契約案作名、開札日及び差出人(住所・氏名)を記入し、「入札書在中」と朱書きし密
封すること。郵送方法については、書留郵便(一般・簡易)又は各種の宅配便など配
達状況の追跡が可能な手段で当社が指定する場所及び開札日時までに到着させるこ
と。 

7 当社が指定した開札日時までに入札書が到着しなかった場合は失格とする。ただし、
天災等により郵便機能が通常状態にない場合は開札日時を延長する措置を行う。 

(費用内訳書の作成) 
第 6 条 入札に際し、初回の入札金額の費用内訳書を作成するものとする。入札図等に作成

様式等の例示の定めがあるものは、それに従うものとし、定めがないものはこの限
りではない。なお、費用内訳書は参考とする書類であり、第 9 条の無効の条件は適
用しないものとする。 



2 費用内訳書は封筒に入れるものとする。 
 

(開札の立会い及び結果の通知) 
第 7 条 開札は公告で示す日時・場所にて行い、入札事務に関係ない当方社員を立ち会わせ

るものとする。 

2 開札終了後速やかに最低価格入札人氏名(法人の場合は名称)と最低価格を電子メー
ルその他の方法により全ての入札参加者に通知する。 

(入札参加辞退) 
第 8 条 入札人は入札を辞退するときは、入札辞退届(様式ー2)を開札日の前日までに当社入

札担当者に連絡するものとする。 

(入札無効の条件) 
第 9 条  次の各号の一境該当する入札は無効とする。 

⑴ 入札書の入札金額が訂正してある場合 
⑵ 入札書の入札人の記名押印が欠けている場合 

⑶ 代理人又は復代理人による入札の時は、入札書の代理人又は復代理人の記名押印
が欠けている、若しくは、秀任状の記名押印と異なる場合 

⑷ 入札書が誤字、脱字(数字の脱落を含む)等により意思表示が不明確な場合 

⑸ 入札書の内容に条件が付されている場合 

⑹ 同一入札人の入札書が 2 通以上投人されている場合 
⑺ 再度入札の場合において前回の最低入札金額と同額又はこれを超える金額で入

札されている場合 
⑻ 入札参加資格がない者が入札を行った場合 

⑼ 当社が支持する場所、開札日時までに入札書が到着しなかった場合 
⑽ 同一事項の入札について、入札者又は代理人が他の入札者又は代理人の代 

理をしていると認められる場合 

⑾ 明らかに連合によると認められる入札を行った場合 
⑿ 当社入札担当者の職務の執行を妨害して入札を行った場合 
⒀ 前各号に掲げる場合のほか、当社の指示に違反し又は入札に関する必要な 

条件を具備していない場合 



(落札の条件) 

第 10条 前条各号の一に該当しない有効な入札をした者のうち、予定価格の範囲内で最低の
価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、当社の支払の原因となる契約
については相手方となる者の申込みに関わる価格によっては、その者によ 
り当該契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定価格の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

(再度の入札) 
第 11 条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の範囲内に達した入札がな

いときは、再度の入札を行う。1 回目の開札終了後速やかに入札参加者に次の開
札日時等を電話若しくは電子メールその他の方法により通知する。 

2 入札回数は 3 回を限度とする。 
3 再度の入札に付し落札者がいないときは入札を打ち切り、最も低い金額を入札し

た者と金額の交渉を行い、金額及び入札者を決定する。 

(落札者の決定) 

第 12 条 落札者となるべき同価格の入札をした者が 2 社以上あるときは、直ちに入札人又
は代理人の立会い者がある場合はその者に、立会い者がない場合はそれに代わっ
て入札事務に関係のない当方社員にくじを引かせ、落札者を定めるものとする。 

(請書の提出) 

第 13 条 落札者は、契約を締結するにあたり、交付された注文書に基づき、請書又は契約
書(以下、総称して「請書等」という。)に記名押印し、指定された日時までにこ
れを提出しなければならない。ただし、書面により当社の承諾を得て、この期間
を延長することができる。 

2 落札者が前項に規定する期間内に請書を提出しないときは、落札者はその効力を失
う。 

(秘密の保持等) 
第 14 条 入札参加者は、入札図書等で知り得た秘密を保持し、入札後もこの秘密を他に漏

らしてはならない。また、配布した入札図書等のデータ及び印刷物は、落札者は
目的外使用を禁止とし、また、落札者以外の者は入札終了後速やかに破棄するこ
と。 



(入札結果の公表) 
第 15 条 入札参加にあたり、入札結果として会社ホームページに、落札者名を掲載し公表

することに同意するものとする。 

 
(異議の申し立て) 

第 16 条 入札をした者は、入札後、入札図書等について不明を理由として異議を申し立てる
ことは出来ない。 

以上 
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